
【指定演題】

【はじめに】 

「健康寿命の延伸」を目標とした「健康

日本21（第1次）」（2000－2010）では生

活習慣が重視された。2000年代になって日

本国内にも無視できない健康格差がある

ことや健康の社会的決定要因の重要性が

報告され，健康行動の変容が容易でないこ

とが共有された。それらを受けた「健康日

本21（第2次）」（2013－2023）では，そ

の基本的方向として「健康寿命の延伸」に

「健康格差の縮小」が加えられた。健康格

差の縮小をめざすとき，健康教育には見直

しが必要になる。その内容・対象について

考えたい。	

【健康教育の見直しの必要性】 

システマティックレビューによると，カ

ウンセリングや健康教育は，高血圧や糖尿

病の診断を受けている集団（二次予防）に

は効果が見られるが，一般集団（一次予

防） には短期効果はあっても長期の死亡

率抑制の有意な効果はない。しかも，健康

教室には，社会経済階層（SES）が高いも

のほど参加していることから，効果がある

場合には健康格差を広げる恐れがある。	

【見直しの方向：内容と対象】 

いっそう効果が大きな二次予防の教育

・行動変容の手法開発と共に，「暮らして

いるだけで健康になる環境づくり」という

ゼロ次予防志向のヘルスプロモーション

に向けた健康教育の見直しが必要と思わ

れる。	

まず内容においては，本人の自覚・努力

による行動変容のみならず，環境の選択や

質の向上の重要性を加えることである。具

体的には，公共的空間の禁煙などの法規制

や建造環境（built	environment），ソー

シャル・キャピタルなどの職域・地域環

境， ライフコースなどの生育環境，情報

環境など非ヘルスセクターが形成している

環境要因による健康影響が明らかにされて

きている。	

健康教育の対象も見直しが必要になる。

新たに対象にすべきは，健康的な環境をつ

くり出す非ヘルスセクターの専門職や政

策担当者，そしてメディアを含む事業者な

どである。一般集団における健康教育の効

果が乏しかった背景にある健康知識の普

及・飽和は，その成功事例と見ることもで

きる。またヘルスセクターの専門職・政策

担当者も，健康に良い環境づくりの実践と

それを保障する制度・政策形成のための多

部門連携の重要性，そのために有効な「見

える化」等の方法についても研究開発・教

育・学習する必要がある。	
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【特別講演】


